
出国時課税について 

（担当：八木） 

平成 27 年 7 月 1 日以降に国外転出をする場

合には、その国外転出時に有価証券等の譲渡等

があったものとみなして、所得税が課税される

ことになりました。 

今回は、出国時課税について解説をします。 

 

（１）制度が設けられた理由 

株式等のキャピタルゲイン（譲渡益）につい

ては、売却した者の居住地国に課税権があると

されていたため、国内で保有していた株式等を

出国先のキャピタルゲイン非課税国で売却する

ことで、課税逃れができてしまいます。その防

止策として出国時課税が創設されました。 

 

（２）内容 

①対象者 

国外転出（国内に住所及び居所を有しないこ

ととなること）時に保有していた有価証券等の

評価額が１億円以上の者であり、かつ、国外転

出の日前10年以内に5年超国内に居住していた

者が対象となります。つまり、海外永住する人

だけでなく、海外駐在や留学を目的とする人も

対象に含まれます。 

 

②課税対象資産 

有価証券、匿名組合出資持分、未決済信用取

引等、未決済デリバティブが課税対象資産とな

ります。ストックオプションも対象になります

ので、海外赴任をする際には、注意が必要です。 

 

③課税対象金額 

国外転出の前に確定申告書の提出をする場合

は、国外転出の予定日の 3 月前の日の時価、国

外転出後に確定申告書の提出をする場合は、国

外転出時の時価で譲渡（決済）したものとみな

されます。 

 

（３）帰国した場合 

この規定の適用を受けた者が、国外転出の日

から 5 年を経過する日までに帰国をした場合に

おいて、引き続き課税対象となった有価証券等

を有していた時は、課税を取り消すことができ

ます。手続きとしては、帰国の日から４月以内

に更正の請求を行う必要があります。 

 

（４）納税猶予 

出国時課税は、実際には譲渡していない株式

等について課税されてしまうため、納税猶予の

規定が設けられています。 

国外転出の時までに納税管理人の届出を行い、

かつ担保の提供をした場合には、国外転出の日

から 5 年を経過する日（同日前に帰国する場合

には、同日とその者の帰国の日から４月を経過

する日のいずれか早い日）まで納税が猶予され

ます。 

納税猶予の期限は、納税猶予期限内に、延長

の届出書を提出することにより、国外転出の日

から 10 年以内に延長することができます。 

納税猶予期間中は、毎年 3 月 15 日までに継続

適用届出書を提出しなければなりません。 

 

（５）贈与等により非居住者に有価証券等が移

転する場合 

居住者の有する有価証券等が贈与、相続また

は遺贈により非居住者に移転した場合には、そ

の贈与、相続または遺贈の時に、時価でその有

価証券等の譲渡等があったものとみなされます。

日本に住んでいる方であっても、相続人が海外

転勤中に相続が発生して、対象資産を相続すれ

ば、結果として出国税の対象になります。つま

り、出国しないと思っている人にも出国税がか

かる可能性があります。 

 

（６）おわりに 

今回の制度は、海外に移住する富裕層に対す

る新たな課税制度と言えますが、実際の制度で

は、一時的な出国者に対しても課税されてしま

うため、納税猶予や課税取り消しの制度が設け

られています。ただし、納税猶予などは所定の

手続きを期限までに行って初めて認められるも

のです。したがって、この制度の適用対象者に

なるのかどうかをきちんと把握して、適切に手

続きを行うことが大切になります。 


